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支給時期及び配分については、透明性、公平性及び合理性を確保するため、独立社外取締役が委員の過半

数を占める指名・報酬・経営諮問委員会で審議したうえで、取締役会が定める報酬規程に基づき、取締役

会において決定いたします。 

  また、本制度による当行の普通株式（以下「本株式」といいます。）の発行又は処分に当たっては、当

行と対象取締役等との間において、①一定期間（以下「譲渡制限期間」といいます。）、本株式に係る第三

者への譲渡、担保権の設定その他一切の処分を禁止すること、②一定の事由が生じた場合には当行が本株

式を無償取得することなどをその内容に含む譲渡制限付株式割当契約が締結されることを条件といたし

ます。本株式は、譲渡制限期間中の譲渡、担保権の設定その他の処分をすることができないよう、譲渡制

限期間中は、対象取締役等が野村證券株式会社に開設する専用口座で管理される予定です。 

 

以 上 

 


